
災害公営住宅建設にかかるつなぎ資金の実行

【概要】
宮城県亘理町で木造戸建ての災害公営住宅建設を行うため、地元建設業者等に
より法人Ａが設立。七十七銀行では、法人設立前から自治体や地元建設業者に対

し各種情報提供を行うなどリレーションを強化し、災害公営住宅建設にかかるつ
なぎ資金の融資を通じて被災地の復興に貢献。

④被災地域の再生・活性化に向けた取組

（七十七銀行）

背景と経緯

具体的な取組

東日本大震災により甚大な津波被害を受けた亘理町では、町内４地区97棟の木造災害公営住

宅の整備を計画していた。

住宅整備にあたり、地元の資材と技術を結集し、町内の建設業者等が一体となって木造災害

公営住宅を整備するため、法人Ａが設立された。

その後、法人Ａは亘理町からの依頼を受け、災害公営住宅の建設を担うこととなった。 亘

理町が法人Ａに支払う譲渡代金は、竣工検査完了後の一括支払いのため、法人Ａ自らが建設資

金を調達する必要性があった。

七十七銀行は、法人Ａ設立以前から、設立メンバーである地元建設業者とのコンタクトを重

ね、事業計画の川上段階から参画し、資金調達・スケジュールについて打合せを実施してきた。

亘理町の担当課から災害公営住宅整備計画についての詳細な情報収集を行ったほか、事業に

おける資金スキームについても説明を実施した。また、災害公営住宅整備計画を統括する宮城

県からの情報収集も行い、亘理町に対し、県や他の自治体の取組情報を提供した。

さらに、法人Ａおよび亘理町からの融資取扱事務等の要望に対し、地元金融機関として被災

地域の早期復興を支援する観点からフレキシブルに対応した。

平成26年４月に建設資金を実行し、その後も、住宅整備の進捗状況に応じた資金ニーズに対

応した。
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Ｐｏｉｎｔ 支援実施のポイント／横展開にあたっての示唆

支援実施のポイント①

支援実施のポイント②

取組の成果

今後の課題

合同会社設立時からの積極的な関与

補助金にかかる迅速な情報提供、
活用の提案

亘理町

法人Ａ
（地元建設業者等で構成）

②建設用地の確保

　 整備計画の策定

当行
支店

④つなぎ資金

地元建設業者 地元建設業者 地元建設業者

③住宅建設要請 ⑥住宅譲渡 ⑦代金支払

⑧返済
⑤発注・建設資金

当行
本部

宮城県

情報収集
統轄

①

①情報収集・
ﾘﾚｰｼｮﾝ構築

情報共有

川上での情報収集
・ﾘﾚｰｼｮﾝ構築

川上での資金対応
　　　　（本件）

運転資金 川下での資金対応

本件スキームによる資金供給を行ったことにより、亘理町の災害公営住宅建設のスムーズな

整備を支援し、地域の早期復興に貢献した。地元の資材および地元建設業者を活用したスキー

ムを実現し、地域資源の活用と雇用創出を通じた地域経済活性化に貢献した。

本スキームによる支援を通じ、金融機関、地元企業、自治体の３者間のより強固なリレー

ションを構築できた。

本件同様のスキームでの災害公営住宅の整備は宮城県内で先駆的なケースとなり、他の自治

体への横展開により、宮城県の災害公営住宅の早期整備に貢献した。

地元企業は震災復興の特需で恩恵を受けている面があり、復旧事業が一段落した後の地元

建設業の活動縮小が懸念される。

今後は、公共インフラ老朽化対策として国が進める官民連携事業への地元企業参画に向け

て、当行として様々な施策を展開し、地域経済の成長へ繋げていく。

地方創生の議論を進む中、各地域の住民や企業、自治体等とコミュニケーションを密にし、

地域のニーズや課題に対応していくことが求められる。本件の様にプロジェクトの構想段階

から地域の方向性を議論する関係者と議論・連携を深めながら、地域金融機関として地域の

将来を創造する取組に関与していきたい。
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